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(57)【要約】
　本発明は、光拡散性を有し、接着性に優れた高ヘイズの粘着シートであって、薄膜化さ
れた粘着シートを提供することを課題とする。本発明は、非架橋性（メタ）アクリル酸エ
ステル単位（ａ１）及び架橋性官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）を含有するベ
ースポリマー（Ａ）と、重合性不飽和基を少なくとも１つ有する単量体（Ｂ）と、熱によ
りベースポリマー（Ａ）と反応する架橋剤（Ｃ）と、活性エネルギー線の照射により単量
体（Ｂ）の重合反応を開始させる重合開始剤（Ｄ）と、溶剤（Ｅ）と、を含有する粘着剤
組成物を加熱又は活性エネルギー線の照射により半硬化させた粘着剤を含み、ヘイズが３
５～６０％である粘着シートに関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）及び架橋性官能基を有するアクリル
単量体単位（ａ２）を含有するベースポリマー（Ａ）と、
　重合性不飽和基を少なくとも１つ有する単量体（Ｂ）と、
　熱により前記ベースポリマー（Ａ）と反応する架橋剤（Ｃ）と、
　活性エネルギー線の照射により前記単量体（Ｂ）の重合反応を開始させる重合開始剤（
Ｄ）と、
　溶剤（Ｅ）と、を含有する粘着剤組成物を、加熱又は活性エネルギー線の照射により半
硬化させた粘着剤を含み、
　ヘイズが３５～６０％である粘着シート。
【請求項２】
　厚さが７～３０μｍである請求項１に記載の粘着シート。
【請求項３】
　前記粘着剤は微粒子を含む請求項１又は２に記載の粘着シート。
【請求項４】
　前記微粒子の平均粒子径は３～１５μｍである請求項３に記載の粘着シート。
【請求項５】
　ＳＵＳ板に圧着してＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて測定した６０分後の
ズレの距離が１０ｍｍ以上である請求項１～４のいずれか１項に記載の粘着シート。
【請求項６】
　ＳＵＳ板に圧着して、さらに加熱又は活性エネルギー線を照射することにより硬化した
後にＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて測定した６０分後のズレの距離が１０
ｍｍ未満である請求項１～５のいずれか１項に記載の粘着シート。
【請求項７】
　両面粘着シートである請求項１～６のいずれか１項に記載の粘着シート。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の粘着シートを被着体表面に接触させ、その状態で
加熱する工程又は活性エネルギー線を照射する工程を含む積層体の製造方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の方法で製造された積層体。
【請求項１０】
　前記粘着シートの両表面に光学部材を有する請求項９に記載の積層体。

　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一対の光学部材を接着するのに適した粘着シート及び積層体とその製造方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、様々な分野で、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）などの表示装置モジュールや、タッ
チパネル等の入力装置モジュールが広く用いられるようになってきている。これらの表示
装置モジュールや入力装置モジュールの製造工程では、光学部材を貼り合せる用途に透明
な両面粘着シートが使用されている。
【０００３】
　液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）などの表示装置モジュールのバックライト光源としては、
冷陰極管（ＣＣＦＬ）や発光ダイオード（ＬＥＤ）等が使用されている。しかし、このよ
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うな光源を用いた場合、透過光が均一にならないため、光源から出射される光を均一に拡
散させる光拡散性シート（光拡散性粘着シート）が組み合わせて用いられている。例えば
、特許文献１には、所定のアクリル系共重合体と架橋剤を含有する光拡散性粘着剤組成物
が開示されている。また、特許文献２には、所定の分子量を有するアクリル系重合体と球
状微粒子を含有する光拡散性粘着剤組成物が開示されている。特許文献１及び２において
は、粘着剤組成物を塗工し、加熱乾燥を行うことにより高ヘイズ値を有する粘着剤層を形
成している。
【０００４】
　ところで、近年は、ＬＣＤの小型化や薄型化が進んでおり、ＬＣＤを構成する光学フィ
ルムを薄膜化することが検討されている。また、ＬＣＤの薄型化に伴い、ＬＣＤを構成す
る光学フィルムの貼り合わせに用いられる両面粘着シートの薄膜化が求められており、当
然に光拡散性粘着シートの薄型化も求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－１５９３３３号公報
【特許文献２】特開２０１３－１７４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述したように光拡散性粘着シートのヘイズ値を高めるためには、粘着シートに微粒子
を添加すること等が行われている。しかしながら、光拡散性シートに微粒子を添加した場
合であって、光拡散性粘着シートを薄膜化した場合には、微粒子の分散性が悪化してヘイ
ズ値にばらつきが生じたり、粘着シートの接着性が悪化するという問題があった。
【０００７】
　そこで本発明者らは、このような従来技術の課題を解決するために、光拡散性を有する
高ヘイズの粘着シートであって、薄膜化された粘着シートを提供することを目的として検
討を進めた。さらに本発明者らは、このような薄膜化された粘着シートにおいて、均一な
光拡散性と優れた接着性を発揮できるように検討を進めた。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するために鋭意検討を行った結果、本発明者らは、特定の成分を含有
するデュアルキュア型粘着剤を用いて粘着シートを形成することにより、粘着シートの薄
膜化を達成し得ることを見出した。さらに、本発明者らは、デュアルキュア型粘着剤を用
いることにより、薄膜化した粘着シートのヘイズ値を高めた場合であっても、ヘイズ値の
ばらつきが少なく、良好な接着性と耐久性を維持し得ることを見出し、本発明を完成する
に至った。
　具体的に、本発明は、以下の構成を有する。
【０００９】
［１］非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）及び架橋性官能基を有するアク
リル単量体単位（ａ２）を含有するベースポリマー（Ａ）と、重合性不飽和基を少なくと
も１つ有する単量体（Ｂ）と、熱によりベースポリマー（Ａ）と反応する架橋剤（Ｃ）と
、活性エネルギー線の照射により単量体（Ｂ）の重合反応を開始させる重合開始剤（Ｄ）
と、溶剤（Ｅ）と、を含有する粘着剤組成物を加熱又は活性エネルギー線の照射により半
硬化させた粘着剤を含み、ヘイズが３５～６０％である粘着シート。
［２］厚さが７～３０μｍである［１］に記載の粘着シート。
［３］前記粘着剤は微粒子を含む［１］又は［２］に記載の粘着シート。
［４］前記微粒子の平均粒子径は３～１５μｍである［３］に記載の粘着シート。
［５］ＳＵＳ板に圧着してＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて測定した６０分
後のズレの距離が１０ｍｍ以上である［１］～［４］のいずれかに記載の粘着シート。
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［６］ＳＵＳ板に圧着して、さらに加熱又は活性エネルギー線を照射することにより硬化
した後にＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて測定した６０分後のズレの距離が
１０ｍｍ未満である［１］～［５］のいずれかに記載の粘着シート。
［７］両面粘着シートである［１］～［６］のいずれかに記載の粘着シート。
［８］［１］～［７］のいずれかに記載の粘着シートを被着体表面に接触させ、その状態
で加熱する工程又は活性エネルギー線を照射する工程を含む積層体の製造方法。
［９］［８］に記載の方法で製造された積層体。
［１０］粘着シートの両表面に光学部材を有する［９］に記載の積層体。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、特定の成分を含有するデュアルキュア型粘着剤から粘着シートを形成
することにより、粘着シートを薄膜化することができる。また、本発明によれば、薄膜化
した粘着シートのヘイズ値を高めた場合であっても、ヘイズ値のばらつきが少なく、均一
な光拡散性を発揮することができる。さらに本発明の粘着シートは薄膜化した場合であっ
ても、良好な接着性と耐久性を発揮し得る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本発明の実施形態である積層体を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下において、本発明について詳細に説明する。以下に記載する構成要件の説明は、代
表的な実施形態や具体例に基づいてなされることがあるが、本発明はそのような実施形態
に限定されるものではない。なお、本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は
「～」前後に記載される数値を下限値および上限値として含む範囲を意味する。
【００１３】
（粘着シート）
　本発明の粘着シートは、非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）及び架橋性
官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）を含有するベースポリマー（Ａ）と、重合性
不飽和基を少なくとも１つ有する単量体（Ｂ）と、熱によりベースポリマー（Ａ）と反応
する架橋剤（Ｃ）と、活性エネルギー線の照射により単量体（Ｂ）の重合反応を開始させ
る重合開始剤（Ｄ）と、溶剤（Ｅ）と、を含有する粘着剤組成物を、加熱又は活性エネル
ギー線の照射により半硬化させた粘着剤を含む。本発明の粘着シートのヘイズは、３５～
６０％である。
【００１４】
　本発明の粘着シートは非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）及び架橋性官
能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）を含有するベースポリマー（Ａ）と、重合性不
飽和基を少なくとも１つ有する単量体（Ｂ）と、熱によりベースポリマー（Ａ）と反応す
る架橋剤（Ｃ）と、活性エネルギー線の照射により単量体（Ｂ）の重合反応を開始させる
重合開始剤（Ｄ）と、溶剤（Ｅ）と、を含有する粘着剤組成物を、加熱又は活性エネルギ
ー線の照射により半硬化させた粘着剤を含むものであって、粘着シートは柔らかい半硬化
状態を呈している。ここで半硬化状態とは、ゲル分率が２０％未満であることを意味し、
ゲル分率は１５％未満であってもよく、１０％未満であってもよい。
【００１５】
　上述したように本発明の粘着シートは、半硬化性を呈しているが、粘着シートを被着体
表面に貼合後に加熱又は活性エネルギー線を照射することで、粘着シートは完全に硬化す
る。すなわち、本発明の粘着シートは、貼合前は加熱又は活性エネルギー線の照射のみに
よって半硬化された状態であるが、貼合後に加熱又は活性エネルギー線により完全硬化さ
れた状態となる。なお、半硬化工程と、完全硬化工程における硬化方法は同じ方法であっ
てもよいが、異なる方法で硬化されることが好ましい。具体的には、半硬化工程で熱硬化
を行った場合は、完全硬化工程で活性エネルギー線を照射することが好ましく、また、半
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硬化工程で活性エネルギー線を照射した場合は、完全硬化工程で熱硬化を行うことが好ま
しい。本明細書においては、このような２段階硬化の粘着シートをデュアルキュア型粘着
シートと呼ぶこともある。
　なお、本明細書中において、「半硬化状態」とは熱又は活性エネルギー線のどちらか一
方で硬化した後であって、２段階目の硬化前の柔らかい状態を意味する。また、「完全硬
化状態」とは、半硬化状態の粘着シートを。加熱又は活性エネルギー線を照射することに
よって硬化した状態を意味する。具体的には、「半硬化状態」から「完全硬化状態」とな
った際には、１Ｈｚ周波数でせん断応力または引張応力で測定した動的粘弾性の貯蔵弾性
率が、少なくともＴｇ（ガラス転移点）より高い温度から６０℃の範囲では１．５倍以上
になる。なお、完全硬化時には、動的粘弾性は１．５～１０００倍になることが好ましく
、２～１００倍になることがより好ましい。また、本発明における半硬化状態における粘
着シートを構成する粘着剤の１Ｈｚ周波数でせん断応力または引張応力で測定した動的粘
弾性の貯蔵弾性率は、Ｔｇ（ガラス転移点）より高い温度領域または５０℃以上の領域で
、１．０×１０6Ｐａ以下であることが好ましく、８．０×１０5Ｐａ以下がよりに好まし
く、５．０×１０5Ｐａ以下がさらに好ましい。
【００１６】
　粘着シートの厚さは、７～３０μｍであることが好ましく、７～２０μｍであることが
より好ましく、７～１５μｍであることがさらに好ましい。本発明の粘着シートは、上記
範囲内となるように薄膜化した場合であっても、均一な光拡散性と接着性及び耐久性を長
期間に亘って維持することができる。
【００１７】
　本発明の粘着シートに含まれる粘着剤は微粒子を含むものであることが好ましい。微粒
子は、粘着シートに入射した光を拡散させる機能を有する微粒子であればよく、有機微粒
子であっても無機微粒子であってもよい。
　無機微粒子としては、例えば、シリカ、炭酸カルシウム、水酸化アルミニウム、水酸化
マグネシウム、クレー、タルク、酸化アルミニウム、酸化チタン等からなる微粒子を挙げ
ることができる。
　有機微粒子としては、例えば、ポリスチレン樹脂、ポリエチレンやポリプロピレン等の
ポリオレフィン系樹脂、ポリメタクリレート系樹脂やポリアクリレート系樹脂等の（メタ
）アクリル系樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、これらの樹脂に架橋構造を形成した
架橋高分子、エチレン、プロピレン、スチレン、メタクリル酸メチル、ベンゾグアナミン
、ホルムアルデヒド、メラミン、ブタジエン等から選ばれる２種又はそれ以上の単量体が
共重合された共重合樹脂等からなる樹脂粒子を用いることができる。
　また、無機と有機の中間的な構造を有するケイ素含有化合物からなる微粒子（例えばモ
メンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン社製のトスパールシリーズ）等も
微粒子として用いることができる。
　これらの微粒子は１種類を単独で用いてもよいし、２種類以上を組み合わせて用いても
よい。また、有機微粒子、無機微粒子、無機と有機の中間的な構造を有する微粒子を組み
合わせて使用することも可能である。
　中でも、本発明で用いる微粒子としては、粘着シートの全光線透過率を過度に低下させ
ないものであることが好ましく、透明性が高いアクリルビーズやシリカビーズが好適であ
る。
【００１８】
　微粒子の形状は、特に限定されないが、光を均一に拡散できることから球状であること
が好ましい。
　微粒子の平均粒子径は、０．１～２０μｍであることが好ましく、１～２０μｍである
ことがより好ましく、３～１５μｍであることがさらに好ましい。ここで、本明細書中に
おいて「平均粒子径」とは、透過型電子顕微鏡もしくは走査型電子顕微鏡を用いて、微粒
子の粒子画像の最大長（Ｄｍａｘ：粒子画像の輪郭上の２点における最大長さ）と、最大
長垂直長（ＤＶ－ｍａｘ：最大長に平行な２本の直線で粒子画像を挟んだときの、この２
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本の直線間の最短長さ）を測長し、その相乗平均値（Ｄｍａｘ×ＤＶ－ｍａｘ）1/2を粒
子径として、この方法で任意の１００個の光拡散粒子について粒子径を測定し、その算術
平均値のことをいう。微粒子の平均粒子径が上記上限値以下であれば、粘着シートを肉眼
で視認したときに粒状感や異物感が感じにくい傾向があり、平均粒子径が上記下限値以上
であれば、粘着シートのヘイズを所望の値に調整しやすい傾向がある。
【００１９】
　粘着剤組成物における微粒子の含有量は、粘着剤１００質量部に対し１～１５質量部と
することができる。微粒子の含有量が上記範囲内であれば全光線透過率の低下を抑えやす
い傾向があり、かつ所望のヘイズに調整しやすい傾向がある。
【００２０】
　粘着シートのヘイズは、３５～６０％である。ここで、粘着シートのヘイズ値は、粘着
シートの一方の面に、松浪ガラス社製のスライドガラス（品番：Ｓ９１１２）に貼合し、
もう一方の面に透明ＰＥＴフィルム（新タック化成社製、ＣＰＥＴ７５Ｈ）を貼合し、測
定した際の値である。なお、このような貼合物のヘイズを測定する際には、貼合時に混入
した微細な空気などの影響を排除するために、積層されたサンプルに０．５ＭＰａ、４０
℃の条件で３０分間オートクレーブ（加圧脱泡）処理を実施する。そして、ヘイズの測定
には、日本電色工業（株）製のＮＤＨ４０００を用いることができる。
【００２１】
　本発明では、粘着シートをＳＵＳ板に圧着して、ＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法
に準じて測定した６０分後のズレの距離が１０ｍｍ以上であることが好ましく、２０ｍｍ
以上であることがより好ましい。なお、上述したズレの距離は、粘着シートに活性エネル
ギー線を照射する前の状態の粘着シートであって、半硬化状態の粘着シートにおける測定
値である。
【００２２】
　また、本発明では、粘着シートをＳＵＳ板に圧着して、さらに加熱又は活性エネルギー
線を照射することにより硬化した後にＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて測定
した６０分後のズレの距離が１０ｍｍ未満であることが好ましい。本発明では、半硬化状
態ではある程度の流動性を有しているが、２段階目の硬化後は粘着シートを構成する粘着
剤が凝集し、強固な接着性を発揮する。このような構成とすることで、粘着シートを薄膜
化することができ、さらに、完全硬化後は良好な接着性と耐久性が発揮される。さらに、
本発明では粘着シートを完全硬化した後のヘイズのばらつきが小さく、均一な光拡散性が
発揮される。
【００２３】
　粘着シート（半硬化状態）のヤング率は、０．０１～０．３０Ｎ／ｍｍ2であってもよ
く、０．０３～０．２０Ｎ／ｍｍ2であってもよい。ヤング率が上記範囲内であれば、半
硬化状態の粘着シートが望ましい硬さになりやすい。なお、ヤング率は、後述する単量体
の添加量等を調整することによって所望の範囲内とすることができる。尚、本明細書にお
けるヤング率は（株）島津製作所オートグラフＡＧＳ－Ｘを使用し、引っ張り速度１０（
ｍｍ／ｍｉｎ）にて測定した応力－ひずみ線図より求めた値である。
【００２４】
　本発明の粘着シートは、片面粘着シートでも両面粘着シートでもよいが両面粘着シート
であることが好ましい。片面粘着シートとしては、例えば支持体上に粘着剤層を積層した
多層シート等が挙げられる。
　両面粘着シートとしては、粘着シートのみからなる単層シート、粘着剤層を複数積層し
た多層粘着シート、支持体の両面に粘着剤層を積層した多層シート等が挙げられる。
【００２５】
＜粘着剤組成物＞
　粘着剤組成物は、非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）及び架橋性官能基
を有するアクリル単量体単位（ａ２）を含有するベースポリマー（Ａ）と、重合性不飽和
基を少なくとも１つ有する単量体（Ｂ）と、熱によりベースポリマー（Ａ）と反応する架
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橋剤（Ｃ）と、活性エネルギー線の照射により単量体（Ｂ）の重合反応を開始させる重合
開始剤（Ｄ）と、溶剤（Ｅ）と、を含有する。
【００２６】
　また、粘着剤組成物における単量体（Ｂ）は２５℃における蒸気圧が３００Ｐａ以下と
することもでき、溶剤（Ｅ）の２５℃における表面張力は２０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ
未満とすることができる。これにより、粘着シートを作製する際の塗工適性が向上し、粘
着剤組成物を塗工及び熱硬化させた際に、表面が平滑な粘着シートを形成できる。これは
、以下の理由によると考えられる。まず、溶剤（Ｅ）を含有することで、粘着シートを作
製する際の塗工時に端部が肉厚になるという問題が生じにくくなる。また、溶剤（Ｅ）と
同様に、塗剤を低粘度化する液状媒体として機能する単量体（Ｂ）を含有することで、わ
き（ｐｏｐｐｉｎｇ）の原因となりやすい溶剤（Ｅ）の濃度が低く抑えられる。加熱した
際には、溶剤（Ｅ）が選択的に蒸発するが、揮発しにくい単量体（Ｂ）を含有することで
、塗膜の表面張力の急激な増加が抑制される。さらに溶剤（Ｅ）の選択的な蒸発によって
粘着シート内の固形分濃度の上昇に従って粘度が上昇し、粘着シート内での物質の流動が
抑制される。これらが相乗的に作用することで、厚肉端部の発生やわきといった製造上の
問題を抑制することができ、表面が平滑な粘着シートを形成できると考えられる。
【００２７】
　なお、粘着剤組成物における単量体（Ｂ）と溶剤（Ｅ）は、下記の条件（１）、（２）
の少なくとも１つ、もしくは全てを満たすこととしてもよい。
（１）単量体（Ｂ）の融点が２５℃以下である。
（２）溶剤（Ｅ）が、重合性不飽和基を有さず、単量体（Ｂ）よりも２５℃における蒸気
圧が大きい。
【００２８】
　粘着剤組成物においては、溶剤（Ｅ）は、溶剤（Ｅ）と単量体（Ｂ）との溶解性パラメ
ータの差が２〔（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2〕以内のものとすることができる。これにより、粘
着シートを作製する際の塗工適性が向上し、粘着剤組成物を塗工及び熱硬化させた際に、
表面が平滑な粘着シートを形成できる。これは、以下の理由によると考えられる。まず、
溶剤（Ｅ）を含有することで、粘着シートを作製する際の塗工時に端部が肉厚になるとい
う塗工欠陥が生じにくくなっている。また、溶剤（Ｅ）と単量体（Ｂ）との溶解性パラメ
ータの差を２〔（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2〕以内のものとすることにより、粘着剤組成物を熱
硬化させる際に、過大な気液平衡の崩れによる溶剤（Ｅ）の急激な蒸発を抑制することが
できる。これにより粘着シートの表面がゆず肌（オレンジピール）状になることが抑制さ
れる。また、溶剤（Ｅ）と同様に、塗剤を低粘度化する液状媒体として機能する単量体（
Ｂ）を含有することで、塗工欠陥の原因となりやすい溶剤（Ｅ）の濃度が低く抑えられる
。さらに、加熱した際に、溶剤（Ｅ）の蒸発によって粘着シート内の固形分濃度の上昇に
従って粘度が上昇し、粘着シート内での物質の流動が抑制される。これらが相乗的に作用
することで、厚肉端部の発生、塗工欠陥といった製造上の問題が抑制され、表面が平滑な
粘着シートを形成できると考えられる。
【００２９】
　溶剤（Ｅ）は、重合性不飽和基を有さず、２５℃における表面張力が２０ｍＮ／ｍ以上
４０ｍＮ／ｍ未満であってもよい。すなわち、粘着剤組成物においては、単量体（Ｂ）が
、２５℃における蒸気圧が３００Ｐａ以下であり、溶剤（Ｅ）の２５℃における表面張力
が２０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ未満であり、更に、溶剤（Ｅ）が、単量体（Ｂ）との溶
解性パラメータの差が２〔（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2〕以内の溶剤で構成されてもよい。
【００３０】
［ベースポリマー（Ａ）］
　粘着剤組成物は、ベースポリマー（Ａ）として、非架橋性の（メタ）アクリル酸エステ
ル単位（ａ１）と、架橋性官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）を含有する。本明
細書および特許請求の範囲において、「単位」は重合体を構成する繰り返し単位（単量体
単位）である。
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【００３１】
　非架橋性の（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）は、（メタ）アクリル酸アルキル
エステルに由来するものである。（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、（メタ
）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ
）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブ
チル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ペンチル、（メタ）アク
リル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸ｎ－
オクチル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ノニル、（メタ）
アクリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸ｎ－デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル
、（メタ）アクリル酸ｎ－ウンデシル、（メタ）アクリル酸ｎ－ドデシル、（メタ）アク
リル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエ
チル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸ベンジル等が挙げられる
。これらは１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　なお、本発明において、「（メタ）アクリレート」とは、「アクリレート」及び「メタ
クリレート」の両方を含むことを意味し、「（メタ）アクリル酸」とは、「アクリル酸」
及び「メタクリル酸」の両方を含むことを意味する。
【００３２】
　架橋性官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）としては、ヒドロキシ基含有単量体
単位、アミノ基含有単量体単位、グリシジル基含有単量体単位、カルボキシ基含有単量体
単位が挙げられる。これらの単量体単位は１種でもよいし、２種以上でもよい。アクリル
単量体単位（ａ２）に含まれるカルボキシ基含有単量体単位の割合は、アクリル単量体単
位（ａ２）の全質量に対して、１質量％以下であってもよく、０．１質量％以下であって
もよく、０質量％であってもよい。アクリル単量体単位（ａ２）に含まれるカルボキシ基
含有単量体単位の割合を上記範囲内とすることにより、被着体の表面に金属配線等が設け
られた場合に、その腐食を抑えることができる。
【００３３】
　ヒドロキシ基含有単量体単位は、ヒドロキシ基含有単量体に由来するものである。ヒド
ロキシ基含有単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メ
タ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピルなど
の（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキル、（メタ）アクリル酸モノ（ジエチレングリコ
ール）などの（メタ）アクリル酸［（モノ、ジ又はポリ）アルキレングリコール］、（メ
タ）アクリル酸モノカプロラクトンなどの（メタ）アクリル酸ラクトンが挙げられる。
　アミノ基含有単量体単位は、例えば、（メタ）アクリルアミド、アリルアミン等のアミ
ノ基含有単量体に由来するものが挙げられる。
　グリシジル基含有単量体単位は、（メタ）アクリル酸グリシジル等のグリシジル基含有
単量体に由来するものが挙げられる。
　カルボキシ基含有単量体単位は、アクリル酸、メタクリル酸に由来するものが挙げられ
る。
【００３４】
　ベースポリマー（Ａ）における架橋性アクリル単量体単位（ａ２）の含有量は０．０１
～２０質量％であってもよく、０．５～１５質量％であってもよく、０．５～１０質量％
であってもよい。架橋性アクリル単量体単位（ａ２）の含有量が上記下限値以上であれば
、半硬化状態を維持するために必要な架橋性を十分に有しており、上記上限値以下であれ
ば、必要な接着性を維持できる。
【００３５】
　ベースポリマー（Ａ）は、必要に応じて、非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（
ａ１）および架橋性官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）以外の他の単量体単位を
有してもよい。他の単量体としては、非架橋性（メタ）アクリル酸エステルおよび架橋性
官能基を有するアクリル単量体と共重合可能なものであればよく、例えば（メタ）アクリ
ロニトリル、酢酸ビニル、スチレン、塩化ビニル、ビニルピロリドン、ビニルピリジン等
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が挙げられる。
　ベースポリマー（Ａ）における他の単量体単位の含有量は０～２０質量％であってもよ
く、０～１５質量％であってもよい。
【００３６】
　ベースポリマー（Ａ）の重量平均分子量は、１０万～２００万とすることができ、３０
万～１５０万としてもよい。なお、ベースポリマー（Ａ）の重量平均分子量は架橋剤で架
橋される前の値である。重量平均分子量は、サイズ排除クロマトグラフィー（ＳＥＣ）に
より測定し、ポリスチレン基準で求めた値である。ベースポリマー（Ａ）としては、市販
のものを用いてもよく、公知の方法により合成したものを用いてもよい。
【００３７】
［単量体（Ｂ）］
　単量体（Ｂ）は、重合性不飽和基を少なくとも１つ有する単官能単量体（Ｂ１）及び重
合性不飽和基を２つ以上有する多官能単量体（Ｂ２）の少なくとも一方を含有してもよい
。重合性不飽和基としては、エチレン性二重結合を含む基を挙げることができ、例えば（
メタ）アクリロイル基、ビニル基等が挙げられる。
　単量体（Ｂ）は、単官能単量体（Ｂ１）又は多官能単量体（Ｂ２）のいずれか一方を含
んでいてもよく、単官能単量体（Ｂ１）及び多官能単量体（Ｂ２）の両方を含んでもよい
。単量体（Ｂ）を含有することで、粘着剤組成物を１段階目（半硬化工程）で熱硬化させ
たとき、熱硬化物の粘着シートは半硬化状態であって、活性エネルギー線硬化性を有する
ことができる。また、粘着剤組成物を１段階目で活性エネルギー線の照射により硬化させ
たときは、光硬化物の粘着シートは半硬化状態であって、熱硬化性を有する。なお、本発
明では１段階目で熱硬化させて半硬化状態とした後、再度２段階目として熱硬化により完
全硬化させることもできる。
【００３８】
　単量体（Ｂ）としては、２５℃における蒸気圧が３００Ｐａ以下であるものを用いても
よい。これにより、塗工適性が向上し、粘着剤組成物を塗工及び熱硬化させた際に、溶剤
を選択的に蒸発させつつ、厚肉端部の発生やわきといった塗工欠陥の少ない粘着シートを
形成することができる。
　単量体（Ｂ）の２５℃における蒸気圧は、２００Ｐａ以下であってもよく、１００Ｐａ
以下であってもよい。蒸気圧の下限は、粘着剤組成物の塗工適性の点では特に限定されな
い。単量体（Ｂ）の蒸気圧は、ＪＩＳ－Ｋ２２５８「原油及び燃料油－蒸気圧試験方法－
リード法」などにより測定でき、また、例えばｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｈｅｍｓｐｉｄ
ｅｒ．ｃｏｍ／といったＷｅｂサイトやＡＣＤ／ＰｈｙｓＣｈｅｍ　Ｓｕｉｔｅといった
ソフトウェアにより予測値を求めることができる。さらに、単量体（Ｂ）の融点は２５℃
以下であってもよい。これにより、形成される粘着シートの透明性（ヘーズ等）などが向
上する。また、単量体（Ｂ）の融点は、２０℃以下であってもよく、１５℃以下であって
もよい。融点の下限は、特に限定されない。単量体（Ｂ）の融点は、ＪＩＳ　Ｋ　００６
４：１９９２「化学製品の融点及び溶融範囲測定方法」などにより測定できる。
【００３９】
　単量体（Ｂ）として、鎖長原子数が１０以上であるアルキル基を有する単量体や、多環
構造を有する単量体を用いれば、完全硬化後に一段と優れた保持力を発揮させることがで
きる。通常、単量体をより高分子量体として重合させるためには、鎖長原子数が短いほど
単量体同士が結合し易くなり、一段と優れた硬化が生じる。しかし、本発明では上記のよ
うな単量体を用いることにより、単量体とベースポリマーが絡み合うことを促進する。こ
れにより、粘着剤組成物が硬化し易く、優れた保持力を発揮することができるものと考え
られる。
　鎖長原子数が１０以上であるアルキル基を有する単量体としては、鎖長原子数が１０以
上であるアルキル基を有するアルキルアクリレートを挙げることができる。アルキル基の
鎖長原子数が１０以上であれば、側鎖や置換基を有していても構わない。そのような側鎖
や置換基としてはアルキル基を挙げることができる。アルキル基の鎖長原子数は１０～２
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７であってもよく、１０～２５であってもよく、１５～２２であってもよい。保持力の点
から特に好ましいアルキルアクリレートとして、イソステアリルアクリレートを挙げるこ
とができる。
　多環構造を有する単量体は、多環脂肪族単量体であっても、多環芳香族単量体であって
もよい。多環構造としては、ビシクロ構造とトリシクロ構造を挙げることができる。これ
らの多環構造にはアルキル基などの置換基が結合していてもよい。多環構造の具体例とし
ては、ノルボルネン環、アダマンタン環などを例示することができる。
【００４０】
　本発明で用いることができる単官能単量体（Ｂ１）の具体例としては、（メタ）アクリ
ル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）ア
クリル酸ｎ－オクチル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ノニ
ル、（メタ）アクリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸ｎ－デシル、（メタ）アクリル
酸イソデシル、（メタ）アクリル酸ｎ－ウンデシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メ
タ）アクリル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸イソステアリル、（メタ）アクリル酸イ
ソボルニル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル等を挙げることができる。融点が２
５℃以下である単官能単量体（Ｂ１）としては、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）
アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸ｎ－オクチル、
（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ノニル、（メタ）アクリル酸
イソノニル、（メタ）アクリル酸ｎ－デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル、（メタ）
アクリル酸ｎ－ウンデシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸イソステ
アリル、（メタ）アクリル酸イソボルニル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシルを挙
げることができる。中でも、単官能単量体（Ｂ１）は（メタ）アクリル酸ラウリルである
ことが好ましい。
【００４１】
　多官能単量体（Ｂ２）としては、例えば、ジ（メタ）アクリル酸エチレングリコール、
ジ（メタ）アクリル酸トリエチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸１，３－ブチレン
グリコール、ジ（メタ）アクリル酸１，４－ブチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸
１，９－ノナンジオール、ジアクリル酸１，６－ヘキサンジオール、ジ（メタ）アクリル
酸ポリブチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸ネオペンチルグリコール、ジ（メタ）
アクリル酸テトラエチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸トリプロピレングリコール
、ジ（メタ）アクリル酸ポリプロピレングリコール、トリ（メタ）アクリル酸トリメチロ
ールプロパン、トリ（メタ）アクリル酸ペンタエリスリトール、テトラ（メタ）アクリル
酸ペンタエリスリトール等の多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類、メタクリ
ル酸ビニル等が挙げられる。
　なお、単量体（Ｂ）は、アクリル単量体単位（ａ２）が有する官能基と反応性を示す官
能基を有さないものであってもよい。例えば、単量体（Ｂ）は、アクリル単量体単位（ａ
２）と同じ官能基（例えば、ヒドロキシ基）を有するか、官能基を有さないものであって
もよい。
【００４２】
　単量体（Ｂ）は単官能単量体（Ｂ１）又は多官能単量体（Ｂ２）のいずれか１種を単独
、あるいは単官能単量体（Ｂ１）及び／又は多官能単量体（Ｂ２）を２種以上併用しても
よい。
　粘着剤組成物中、単量体（Ｂ）の含有量は、ベースポリマー（Ａ）の組成や分子量、架
橋密度等に応じて適宜選択され、特に限定されないが、ベースポリマー（Ａ）１００質量
部に対し、５～１５０質量部とすることができ、１０～１２０質量部とすることもでき、
１５～９０質量部とすることもできる。
　また、単量体（Ｂ）の含有量は、粘着剤組成物の全質量に対し、１～６０質量％であっ
てもよく、２～５０質量％であってもよく、５～３５質量％であってもよい。
【００４３】
　特に、単量体（Ｂ）が単官能単量体（Ｂ１）と多官能単量体（Ｂ２）の双方を含有する
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場合はポリマー（Ａ）の組成や分子量、架橋密度等に応じて適宜選択され、特に限定され
ないが、ベースポリマー（Ａ）１００質量部に対し、単官能単量体（Ｂ１）は４～１２０
質量部とすることができ、８～１００質量部とすることができ、１２～８０質量部とする
ことができる。多官能単量体（Ｂ２）は１～３０質量部とすることができ、２～２０質量
部とすることができ、３～１０質量部とすることができる。また単官能単量体（Ｂ１）と
多官能単量体（Ｂ２）の含有質量比は２：１とすることができ、３：１とすることができ
、５：１とすることもできる。
【００４４】
［架橋剤（Ｃ）］
　架橋剤（Ｃ）としては、例えばイソシアネート化合物、エポキシ化合物、オキサゾリン
化合物、アジリジン化合物、金属キレート化合物、ブチル化メラミン化合物などの公知の
架橋剤の中から、ベースポリマー（Ａ）が有する架橋性官能基との反応性を考慮して適宜
選択できる。たとえば架橋性官能基としてヒドロキシ基を含む場合は、ヒドロキシ基の反
応性から、イソシアネート化合物を用いることができる。架橋性官能基を有するアクリル
単量体単位（ａ２）を容易に架橋できるという観点からは、イソシアネート化合物、エポ
キシ化合物を用いることができる。
【００４５】
　イソシアネート化合物としては、例えば、トリレンジイソシアネート、キシリレンジイ
ソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート等が挙げ
られる。
　エポキシ化合物としては、例えば、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエ
チレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、ネ
オペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエ
ーテル、テトラグリシジルキシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミ
ノメチル）シクロヘキサン、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、ジグリセ
ロールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル、ソルビトー
ルポリグリシジルエーテル等が挙げられる。
【００４６】
　架橋剤（Ｃ）としては１種を単独で用いても２種以上を併用してもよい。粘着剤組成物
中、架橋剤（Ｃ）の含有量は、所望とする接着物性等に応じて適宜選択され、特に限定さ
れないが、ベースポリマー（Ａ）１００質量部に対し、０．０１～５質量部とすることが
でき、０．０３～３質量部とすることができる。
　また、架橋剤（Ｃ）の含有量は、粘着剤組成物の全質量に対し、０．０１～５．０質量
％とすることができ、０．０２～２．０質量％とすることができる。
【００４７】
［重合開始剤（Ｄ）］
　重合開始剤（Ｄ）としては、活性エネルギー線の照射により単量体（Ｂ）の重合反応を
開始させ得るものであればよく、光重合開始剤等として公知のものが利用できる。
　ここで、「活性エネルギー線」とは電磁波または荷電粒子線の中でエネルギー量子を有
するものを意味し、紫外線、電子線、可視光線、Ｘ線、イオン線等が挙げられる。中でも
、汎用性の点から、紫外線または電子線が好ましく、紫外線が特に好ましい。
【００４８】
　重合開始剤（Ｄ）としては、例えばアセトフェノン系開始剤、ベンゾインエーテル系開
始剤、ベンゾフェノン系開始剤、ヒドロキシアルキルフェノン系開始剤、チオキサントン
系開始剤、アミン系開始剤等が挙げられる。
　アセトフェノン系開始剤として具体的には、ジエトキシアセトフェノン、ベンジルジメ
チルケタール等が挙げられる。
　ベンゾインエーテル系開始剤として具体的には、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテ
ル等が挙げられる。
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　ベンゾフェノン系開始剤として具体的には、ベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸
メチル等が挙げられる。
　ヒドロキシアルキルフェノン系開始剤として具体的には、１－ヒドロキシ－シクロヘキ
シル－フェニル－ケトン等が挙げられる。
　チオキサントン系開始剤として具体的には、２－イソプロピルチオキサントン、２，４
－ジメチルチオキサントン等が挙げられる。
　アミン系開始剤として具体的には、トリエタノールアミン、４－ジメチル安息香酸エチ
ル等が挙げられる。
【００４９】
　重合開始剤（Ｄ）としては１種を単独で用いても２種以上を併用してもよい。粘着剤組
成物中、重合開始剤（Ｄ）の含有量は、単量体（Ｂ）の含有量や半硬化または完全硬化さ
せるときの活性エネルギー線の照射量等に応じて適宜選択され、特に限定されないが、単
量体（Ｂ）の全質量に対し、０．０５～１０質量％とすることができ、０．１～５．０質
量％とすることができる。
　また、重合開始剤（Ｄ）の含有量は、ベースポリマー（Ａ）１００質量部に対し、０．
１～１０質量部とすることができ、１～５質量部とすることができる。
【００５０】
［溶剤（Ｅ）］
　溶剤（Ｅ）は、粘着剤組成物の塗工適性の向上のために用いられる。
　このような溶剤（Ｅ）としては、例えば、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、トルエン、
キシレン、エチルベンゼン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン等の炭化水素類；ジ
クロロメタン、トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロ
ロプロパン等のハロゲン化炭化水素類；メタノール、エタノール、プロパノール、イソプ
ロピルアルコール、ブタノール、イソブチルアルコール、ジアセトンアルコール等のアル
コール類；ジエチルエーテル、ジイソプロピルエーテル、ジオキサン、テトラヒドロフラ
ン等のエーテル類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、イソホロ
ン、シクロヘキサノン等のケトン類；酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソブ
チル、酢酸アミル、酪酸エチル等のエステル類；エチレングリコールモノメチルエーテル
、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセ
タート、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエ
ーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセタート等のポリオール及びその誘
導体が挙げられる。
【００５１】
　溶剤（Ｅ）としては、重合性不飽和基を有さず、単量体（Ｂ）よりも２５℃における蒸
気圧の高い溶剤を挙げることができる。単量体（Ｂ）と溶剤（Ｅ）の蒸気圧の差が大きい
ほど塗工欠陥が少なく製造が容易であることから、溶剤（Ｅ）の蒸気圧は、２０００Ｐａ
以上とすることができ、５０００Ｐａ以上とすることができる。上限は特に限定されない
が、実用上、５００００Ｐａ以下である。溶剤（Ｅ）の蒸気圧は、ＪＩＳ－Ｋ２２５８－
２「原油及び石油製品－蒸気圧の求め方－第２部：３回膨張法」などにより測定でき、ま
た、例えばｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｈｅｍｓｐｉｄｅｒ．ｃｏｍ／といったＷｅｂサイ
トやＡＣＤ／ＰｈｙｓＣｈｅｍ　Ｓｕｉｔｅといったソフトウェアにより予測できる。
【００５２】
　重合性不飽和基を有さず、単量体（Ｂ）よりも２５℃における蒸気圧の高い溶剤として
は、ヘキサン、ヘプタン、シクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、エタノール、イソプロ
ピルアルコール、ジイソプロピルエーテル、テトラヒドロフラン、アセトン、メチルエチ
ルケトン、メチルイソブチルケトン、酢酸エチル等が挙げられる。上記溶剤は単量体（Ｂ
）の種類によって適宜選択することができる。
【００５３】
　また、溶剤（Ｅ）は、２５℃における表面張力が、２０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ未満
であってもよく、２２ｍＮ／ｍ以上３６Ｎ／ｍ未満であってもよい。表面張力が上記下限
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値以上であればゆず肌（オレンジピール）状となることを抑制でき、上記上限値未満であ
れば厚肉端部（フレーミング）の発生といった塗工欠陥が起こりにくい。
【００５４】
　溶剤（Ｅ）と単量体（Ｂ）との溶解性パラメータの差は、２〔（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2〕
以内であってもよく、１．５〔（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2〕以内であってもよい。これにより
、溶剤（Ｅ）の蒸発が異常に促進されることによるゆず肌（オレンジピール）の発生とい
った塗工欠陥が起こりにくい。溶解性パラメータは溶解の指針となるものであり、次式の
意味を持つ。
　δ＝（ΔＥ／Ｖ）１／２
　ここで、δは溶解性パラメータであり、ΔＥはモル蒸発エネルギー（ｃａｌ／ｍｏｌ）
であり、Ｖはモル体積（ｃｍ3／ｍｏｌ）である。溶解性パラメータδの値が近いもの同
士はよく溶ける。似たもの同士はよく溶けるという経験則に一致する。溶解性パラメータ
は様々な方法により求めることができるが、本明細書においては、Ｆｅｄｏｒｓの方法に
より化学組成から計算する。
【００５５】
　溶剤（Ｅ）は１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。粘着剤組成
物中、溶剤（Ｅ）の含有量は、特に限定されないが、ベースポリマー（Ａ）１００質量部
に対し、２５～５００質量部とすることができ、３０～４００質量部とすることができる
。
　また、溶剤（Ｅ）の含有量は、粘着剤組成物の全質量に対し、１０～９０質量％とする
ことができ、２０～８０質量％とすることができる。
【００５６】
［可塑剤］
　本発明では、粘着剤組成物は可塑剤を含んでいてもよい。可塑剤が含まれる場合は、可
塑剤の含有量は、ベースポリマー（Ａ）１００質量部に対し、５０質量部以下とすること
ができ、３０質量部以下とすることができ、１０質量部以下とすることもできる。
【００５７】
　可塑剤としては、無官能性アクリル重合体を用いることができる。無官能性アクリル重
合体とは、アクリレート基以外の官能基を有しないアクリル単量体単位のみからなる重合
体、又はアクリレート基以外の官能基を有しないアクリル単量体単位と官能基を有しない
非アクリル単量体単位とからなる重合体を意味する。
　アクリレート基以外の官能基を有しないアクリル単量体単位としては、例えば非架橋性
（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）と同様のものが挙げられる。
　官能基を有しない非アクリル単量体単位としては、例えば酢酸ビニル、プロピオン酸ビ
ニル、酪酸ビニル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニル、カプリン酸ビニル、ラウリン
酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、シクロヘキ
サンカルボン酸ビニル、安息香酸ビニルのようなカルボン酸ビニルエステル類やスチレン
等が挙げられる。
【００５８】
［任意成分］
　粘着剤組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、上記以外の他の成分を含有しても
よい。他の成分としては、粘着剤用の添加剤として公知の成分、例えば酸化防止剤、金属
腐食防止剤、粘着付与剤、シランカップリング剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン系化
合物等の光安定剤等の中から必要に応じて選択できる。
　酸化防止剤としては、フェノール系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤、ラクトン系酸化
防止剤、リン系酸化防止剤、イオウ系酸化防止剤等が挙げられる。これら酸化防止剤は１
種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　金属腐食防止剤としては、ベンゾリアゾール系樹脂を挙げることができる。
　粘着付与剤として、例えば、ロジン系樹脂、テルペン系樹脂、テルペンフェノール系樹
脂、クマロンインデン系樹脂、スチレン系樹脂、キシレン系樹脂、フェノール系樹脂、石
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油樹脂などが挙げられる。
　シランカップリング剤としては、例えば、メルカプトアルコキシシラン化合物（例えば
、メルカプト基置換アルコキシオリゴマー等）などが挙げられる。
　紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系化合物、ベンゾフェノン系化合
物などが挙げられる。ただし、完全硬化時の活性エネルギー線に紫外線を用いる場合は、
重合反応を阻害しない範囲で添加する必要がある。
【００５９】
（粘着シートの製造方法）
　本発明の粘着シートは、粘着剤組成物を加熱又は活性エネルギー線の照射により半硬化
させてなり、単量体（Ｂ）の少なくとも一部を未反応の状態で含有し、かつ、架橋剤（Ｃ
）および重合開始剤（Ｄ）から選択される少なくとも一種のうち、少なくとも一部を未反
応の状態で含有するものである。すなわち、本発明の粘着シートの製造方法は、粘着剤組
成物を加熱又は活性エネルギー線を照射する工程を含む。
　また、本発明の粘着シートの製造方法は、微粒子を添加する工程を含むことが好ましい
。微粒子は、加熱又は活性エネルギー線の照射による半硬化工程の前に粘着剤組成物に添
加されることが好ましい。
【００６０】
　本発明の粘着シートは、粘着剤層と他の層から構成されるものであってもよいが、粘着
剤層のみから構成されるものであることが好ましい。他の層としては、例えば上記以外の
粘着剤組成物から形成される粘着剤層、支持体、剥離シート等が挙げられる。支持体とし
ては、例えば、ポリスチレン、スチレン－アクリル共重合体、アクリル樹脂、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリエーテルエーテルケトン、トリアセチルセル
ロース等のプラスチックフィルム；反射防止フィルム、電磁波遮蔽フィルム等の光学フィ
ルム；等が挙げられる。
【００６１】
　本発明の粘着シートの製造工程は、剥離シート上に粘着剤組成物を塗工して塗膜を形成
する工程と、該塗膜を加熱により半硬化物とする工程、または該塗膜を活性エネルギー線
の照射により半硬化物とする工程とを含む。
【００６２】
　以下、剥離シート上に粘着剤組成物を塗工して塗膜を形成する工程と、該塗膜を加熱し
て半硬化物とする工程について代表して説明する。
　塗膜の加熱により、ベースポリマー（Ａ）および架橋剤（Ｃ）の反応が進行して半硬化
物（粘着シート）が形成される。つまり、加熱の際、塗膜中では重合開始剤（Ｄ）による
単量体（Ｂ）の重合反応が進行しないか、進行してもわずかであるため、得られる半硬化
物（粘着シート）中には、粘着剤組成物に含まれる単量体（Ｂ）および重合開始剤（Ｄ）
が残留している。そのため本発明の粘着シートは、活性エネルギー線硬化性を有している
。粘着剤組成物を半硬化状態とするためには、塗工後溶剤を除去した後に、一定温度で一
定期間粘着シートを静置するエージング処理を施してもよい。エージング処理は例えば、
２３℃で７日間静置して行うことができる。
【００６３】
　剥離シートとしては、剥離シート用基材と該剥離シート用基材の片面に設けられた剥離
剤層とを有する剥離性積層シート、あるいは、低極性基材としてポリエチレンフィルムや
ポリプロピレンフィルム等のポリオレフィンフィルムが挙げられる。剥離性積層シートに
おける剥離シート用基材としては、紙類、高分子フィルムが使用される。剥離剤層を構成
する剥離剤としては、例えば、汎用の付加型もしくは縮合型のシリコーン系剥離剤や長鎖
アルキル基含有化合物が用いられる。
　シリコーン系剥離剤としては、具体的には、東レ・ダウコーニングシリコーン社製のＢ
Ｙ２４－４５２７、ＳＤ－７２２０等や、信越化学工業（株）製のＫＳ－３６００、ＫＳ
－７７４、Ｘ６２－２６００などが挙げられる。また、シリコーン系剥離剤中にＳｉＯ2

単位と（ＣＨ3）3ＳｉＯ1/2単位あるいはＣＨ2＝ＣＨ（ＣＨ3）ＳｉＯ1/2単位を有する有
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機珪素化合物であるシリコーンレジンを含有していてもよい。シリコーンレジンの具体例
としては、東レ・ダウコーニングシリコーン社製のＢＹ２４－８４３、ＳＤ－７２９２、
ＳＨＲ－１４０４等や、信越化学工業（株）製のＫＳ－３８００、Ｘ９２－１８３等が挙
げられる。
【００６４】
　剥離シートは、剥離しやすくするために、剥離性が異なる２種類の剥離シートを用いる
ことができる。つまり、一方からの剥離性と他方からの剥離性とが異なると、剥離性が高
い方の剥離シートだけを先に剥離することが容易となる。その場合、貼合方法や貼合順序
に応じて各剥離シートの剥離性を調整すればよい。
【００６５】
　粘着シートを形成する粘着剤組成物の塗工は、公知の塗工装置を用いて実施できる。塗
工装置としては、例えば、ブレードコーター、エアナイフコーター、ロールコーター、バ
ーコーター、グラビアコーター、マイクログラビアコーター、ロッドブレードコーター、
リップコーター、ダイコーター、カーテンコーター等が挙げられる。
【００６６】
　塗工液には溶媒が含まれていてもよい。溶媒としては、例えば、メタノール、エタノー
ル、イソプロパノール、アセトン、メチルエチルケトン、トルエン、ｎ－ヘキサン、ｎ－
ブチルアルコール、メチルイソブチルケトン、メチルブチルケトン、エチルブチルケトン
、シクロヘキサノン、酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテル、Ｎ－メチル－２－ピロリドンなどが使用される。これらは１種以上を単独で
使用してもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。
【００６７】
　また、塗膜の加熱は、加熱炉、赤外線ランプ等の公知の加熱装置を用いて実施できる。
【００６８】
（粘着シートの使用方法）
　本発明の粘着シートの使用方法としては、粘着シートが半硬化状態のときに第１の光学
部材と第２の光学部材を貼合し、加熱又は活性エネルギー線の照射により粘着シートを完
全硬化させる方法がある。上述したように被着体は、光学部材であることが好ましい。第
１の光学部材はバックライトであってもよく、第２の光学部材は偏光板であってもよい。
【００６９】
　本発明では、粘着シートが半硬化の状態で被着体表面に貼合後、加熱又は活性エネルギ
ー線の照射により完全硬化させることで、粘着シートの凝集力が高まり、接着性が向上す
る。活性エネルギー線としては、紫外線、電子線、可視光線、Ｘ線、イオン線等が挙げら
れ粘着シートに含まれる重合開始剤（Ｄ）に応じて適宜選択できる。中でも、汎用性の点
から、紫外線または電子線が好ましく、紫外線が特に好ましい。
　紫外線の光源としては、例えば、高圧水銀灯、低圧水銀灯、超高圧水銀灯、メタルハラ
イドランプ、カーボンアーク、キセノンアーク、無電極紫外線ランプ等を使用できる。
電子線としては、例えば、コックロフトワルト型、バンデクラフ型、共振変圧型、絶縁コ
ア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高周波型等の各種電子線加速器から放出される
電子線を使用できる。
【００７０】
（積層体の製造方法及び積層体）
　本発明は、粘着シートを被着体表面に接触させ、その状態で加熱する工程又は活性エネ
ルギー線を照射する工程を含む積層体の製造方法に関するものでもある。また、本発明は
、このような製造方法で製造された積層体に関するものでもある。
　ここで、粘着シートは半硬化状態のときに一対の被着体表面に接触させることが好まし
く、一対の被着体は第１の光学部材と第２の光学部材であることがこのましい。すなわち
、粘着シートの両表面に光学部材を貼合させることが好ましい。
【００７１】
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　本発明の積層体の製造方法においては、粘着シートを被着体表面に接触させる工程では
、ロール・ツー・ロール方式を用いることができる。ロール・ツー・ロール方式を適用し
た場合には、粘着シートを被着体表面に接触させる工程の生産スピードを高めることがで
き、積層体の生産効率を高めることができる。
【００７２】
　図１は、本発明の積層体の構造の一例を説明する断面図である。図１に示されているよ
うに、本発明の積層体１００は、粘着シート１０を有し、粘着シート１０の両表面に光学
部材２２及び２４を有することが好ましい。
　光学部材としては、例えば液晶表示装置に用いられるバックライト、偏光板、導光板、
光拡散シートなどが挙げられる。本発明の粘着シートは光拡散性に優れているため、バッ
クライトと偏光板を貼合する用途に用いられることが好ましい。
【実施例】
【００７３】
　以下に実施例と比較例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。以下の実施例
に示す材料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適
宜変更することができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限定的に
解釈されるべきものではない。
【００７４】
（実施例１）
＜ベースポリマー（Ａ）の合成＞
　非架橋性（メタ）アクリル酸エステル単位（ａ１）としてｎ－ブチルアクリレートモノ
マー、架橋性官能基を有するアクリル単量体単位（ａ２）として２－ヒドロキシエチルア
クリレートモノマーを質量比で９：１（ａ１：ａ２）となるように配合した。そこにラジ
カル重合開始剤としてＡＩＢＮ（アゾビスイソブチロニトリル）を溶解した。溶液を６０
℃に加熱してランダム共重合させ、ベースポリマー（Ａ）を得た。このベースポリマー（
Ａ）の３５質量％溶液の２３℃における溶液粘度は５５００ｍＰａ・ｓであった。サイズ
排除クロマトグラフィー（ＳＥＣ）を用いて測定したポリスチレン換算の重量平均分子量
は５３万であった。
【００７５】
＜粘着剤溶液の調製＞
　得られたベースポリマー（Ａ）１００質量部に対し、重合性不飽和基を１つ有する単量
体（Ｂ１）としてイソステアリルアクリレート（大阪有機化学工業（株）製、ＩＳＴＡ、
蒸気圧：０Ｐａ、融点：＜－５０℃）を１５質量部、重合性不飽和基を２つ以上有する多
官能単量体（Ｂ２）としてトリメチロールプロパンエチレンオキシド変性トリアクリレー
ト（東亞合成（株）製、アロニックスＭ－３６０（ＥＯＴＭＰＴＡ））を９質量部、熱に
よりベースポリマー（Ａ）と反応する架橋剤（Ｃ）としてトリレンジイソシアネート系化
合物（東ソー（株）製、コロネートＬ）を０．２質量部、活性エネルギー線の照射により
単量体（Ｂ１）および多官能単量体（Ｂ２）との重合反応を開始させる重合開始剤（Ｄ）
として１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（ＢＡＳＦジャパン（株）、
ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４）を２質量部、さらに光拡散粒子（綜研化学（株）製：ＭＸ－１
０００（平均粒子径：１０μｍ））を３０質量部添加し、溶剤（Ｅ）の酢酸エチルで固形
分濃度が３０質量％になるように希釈した。
【００７６】
＜粘着シートの作製＞
　上記のように作製した粘着剤溶液を、シリコーン系剥離剤で処理された剥離剤層を備え
た厚さ３８μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム（セパレータフィルム）（王子エ
フテックス社製、３８ＲＬ－０７（２））の表面に、乾燥後の塗工量が１０μｍ／ｍ2に
なるようにアプリケーターで均一に塗工し、１００℃の空気循環式恒温オーブンで３分間
乾燥し、セパレータフィルムの表面に粘着剤層を形成した。次いで、該粘着剤層の表面に
厚さ３８μｍのセパレータフィルム（王子エフテックス社製、３８ＲＬ－０７（Ｌ））を
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貼合した。このようにして、粘着剤層が剥離力差のある１対のセパレータフィルムに挟ま
れたセパレータフィルム／粘着剤層／セパレータフィルムの構成を備える両面粘着シート
を得た。該粘着シートは、２３℃、相対湿度５０％の条件で７日間養生した。粘着シート
のヘイズは３６％であり、厚さは１０μｍであった。
【００７７】
（実施例２）
　実施例１の粘着剤溶液を用いて、塗工量が２５μｍ／ｍ2になるように粘着シートを作
製した以外は、実施例１と同様にして両面粘着シートを得た。該粘着シートは、２３℃、
相対湿度５０％の条件で７日間養生した。粘着シートのヘイズは５８％であり、厚さは２
５μｍであった。
【００７８】
（比較例１）
　実施例１の＜粘着剤溶液の調製＞において、重合性不飽和基を１つ有する単量体（Ｂ１
）としてイソステアリルアクリレート、多官能単量体（Ｂ２）としてトリメチロールプロ
パンエチレンオキシド変性トリアクリレート、及び、重合開始剤（Ｄ）として１－ヒドロ
キシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトンを配合しなかった以外は、実施例１と同様にし
て粘着剤溶液を調製した。該粘着剤溶液を用いて塗工量が１０μｍ／ｍ2になるように粘
着シートを作製した以外は、実施例１と同様にして両面粘着シートを得た。該粘着シート
は、２３℃、相対湿度５０％の条件で７日間養生した。粘着シートのヘイズは３７％であ
り、厚さは１０μｍであった。
【００７９】
（比較例２）
　粘着シートの作製において比較例１の粘着剤溶液を用いて、塗工量が２５μｍ／ｍ2に
なるように粘着シートを作製した以外は、実施例１と同様にして両面粘着シートを得た。
該粘着シートは、２３℃、相対湿度５０％の条件で７日間養生した。粘着シートのヘイズ
は５９％であり、厚さは２５μｍであった。
【００８０】
＜評価＞
［ヘイズの測定］
　実施例及び比較例の両面粘着シートの一方の粘着面を松浪ガラス社製のスライドガラス
（品番：Ｓ９１１２）に貼合し、もう一方の粘着面に透明ＰＥＴフィルム（新タック化成
社製、ＣＰＥＴ７５Ｈ）を貼合した。続いて、貼合時に混入した微細な空気などの影響を
排除するために、積層されたサンプルに０．５ＭＰａ、４０℃の条件で３０分間オートク
レーブ（加圧脱泡）処理を実施した。これらの貼合物のヘイズを日本電色工業（株）製の
ＮＤＨ４０００を用いて測定した。
【００８１】
［半硬化状態の保持力の測定］
　実施例及び比較例で得られた両面粘着シートの軽剥離側のセパレータフィルムを剥がし
て、露出した該粘着剤層面に１００μｍのＰＥＴフィルム（東洋紡社製、コスモシャイン
Ａ４３００）を貼合し、粘着フィルムシートを得た。該粘着フィルムシートから２５ｍｍ
巾×１００ｍｍの試験片を切り出した後、重剥離側のセパレーターを剥がして粘着面を露
出貼合部の面積が２５ｍｍ×２５ｍｍとなるようＳＵＳ板に貼合して、ＪＩＳ　Ｚ０２３
７の保持力測定方法に準じて、１ｋｇの錘をつるして６０分後のズレ量を測定した。
【００８２】
［活性エネルギー線を照射後の保持力の測定］
　［半硬化状態の保持力の測定］と同様にして１００μｍのＰＥＴフィルムに貼合し、２
５ｍｍ巾×１００ｍｍの試験片を切り出した後、重剥離側のセパレーターを剥がして粘着
面を露出貼合部の面積が２５ｍｍ×２５ｍｍとなるようＳＵＳ板に貼合した。続いてＰＥ
Ｔ面側から紫外線照射器（アイグラフィック社製、ＥＣＳ－３０１Ｇ１）にて積算光量１
０００ｍＪ／ｃｍ2を照射した後にＪＩＳ　Ｚ０２３７の保持力測定方法に準じて、１ｋ
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【００８３】
［耐久性評価］
　得られた両面粘着シートの軽剥離側のセパレータフィルムを剥がして、露出した該粘着
剤層面に偏光板（ポラテクノ社製、ＫＮ－１８２４０Ｔ）を貼合し、次いで重剥離側のセ
パレータフィルムを剥がして無アルカリガラス（コーニング社製、イーグルＸＧ）に貼合
した。次いで、オートクレーブにて０．５ＭＰａ、４０℃の条件で３０分間処理し、無ア
ルカリガラス面側から紫外線照射器（アイグラフィック社製、ＥＣＳ－３０１Ｇ１）にて
積算光量１０００ｍＪ／ｃｍ2を照射した。その後、８５℃、相対湿度８５％の恒温恒湿
槽で２４０時間処理し、以下の基準で評価を実施した。
○：浮きや剥がれ、気泡の発生がない。
△：エッジ部（偏光板のエッジから０．５ｍｍ以内）に僅かに気泡または浮きが生じた。
×：エッジ部以外にも浮きや剥がれ、気泡が発生した。
【００８４】

【表１】

【００８５】
　実施例で得られた粘着シートは均一な光拡散性を有する高ヘイズの粘着シートであった
。また、実施例で得られた粘着シートは、半硬化状態と、活性エネルギー線を照射後に適
切な保持力を有しており、さらに耐久性にも優れていた。
【符号の説明】
【００８６】
１０　　粘着シート
２２　　光学部材
２４　　光学部材
１００　積層体
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